
　県
融
資
制
度
は
、県
内
の
中
小
企

業
者
、協
同
組
合
等
向
け
の
融
資
制

度
で
あ
り
、県
、金
融
機
関
、県
信
用

保
証
協
会
等
の
関
係
機
関
が
一
体

と
な
っ
て
中
小
企
業
の
事
業
活
動

に
必
要
な
資
金
を
融
資
す
る
こ
と

で
資
金
調
達
の
円
滑
化
を
図
り
、県

内
中
小
企
業
の
振
興
に
寄
与
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　現
在
、融
資
の
目
的
に
応
じ
て
短

期
運
転
資
金
、小
規
模
企
業
対
策
資

金
な
ど
十
四
資
金
が
あ
り
ま
す
。

　融
資
の
対
象
は
、県
内
に
お
い

て
、一
年
以
上
同
一
事
業
を
営
む
中

小
企
業
な
ど
資
金
に
よ
っ
て
各
々

そ
の
要
件
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

■
制
度
の
概
要

　平
成
二
十
一
年
度
限
り
と
さ
れ

て
い
た
緊
急
保
証
制
度
が
、平
成

二
十
二
年
二
月
十
五
日
か
ら
新
た

に
景
気
対
応
緊
急
保
証
制
度
と
し
て

改
正
さ
れ
、対
象
業
種
の
拡
大
等
の

条
件
緩
和
と
と
も
に
、実
施
期
間

も
平
成
二
十
二
年
度
末
ま
で
延
長

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　こ
れ
を
受
け
、県
は
、中
小
企
業

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
資
金
の
融
資
対

象
の
う
ち
、景
気
対
応
緊
急
保
証
制

度
利
用
に
よ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

従
来
の
融
資
期
間
を
五
年
か
ら
十
年

年
に
延
長
し
ま
す
。

※
融
資
据
置
期
間
は
、一
年
か
ら
二

　年
に
延
長
し
ま
す
。

■
融
資
期
間
の
延
長

　県
融
資
制
度
は
、長
期
・
固
定
・
低

利
の
資
金
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、

中
小
企
業
者
の
た
め
、県
信
用
保
証

協
会
の
債
務
保
証
を
付
け
、金
融
機

関
か
ら
の
融
資
の
円
滑
化
を
図
っ

て
い
ま
す
。

　ま
た
、中
小
企
業
者
の
負
担
軽
減

の
た
め
県
が
保
証
協
会
へ
保
証
料

補
助
を
行
う
こ
と
で
、中
小
企
業
者

に
対
す
る
保
証
料
率
の
低
減
を

図
っ
て
い
ま
す
。

■
制
度
の
特
徴

沖縄県融資制度における資金別一覧表

沖縄県融資制度の流れ
保証料

4.融資実行

認定書等交付 3.保証承諾

原資預託

2.保証依頼

1.融資依頼
（金融機関が
申込先の場合）

1.融資斡旋申込
　※融資斡旋が
　　必要な場合

　認定等申込
※融資対象となるための
　認定が必要な場合

1-2.融資依頼

保証料補助中
小
企
業
者

取
扱
金
融
機
関

沖
縄
県
信
用
保
証
協
会

融
資
斡
旋
先

認
定
等
申
込
先

沖
縄
県

沖縄県融資制度

中
小
企
業
の

資
金
繰
り
を

支
援
し
ま
す

県融資制度を活用して、
事業の円滑化を図ろう
県融資制度を活用して、
事業の円滑化を図ろう

沖縄県観光商工部経営金融課 TEL（098）866-2343

沖縄県信用保証協会経営支援課 TEL（098）863-5300

上記表の「融資斡旋・認定等申込先」まで融資斡旋・認定等
について

保証について

制度についてお
問
い
合
わ
せ

琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
商工組合中央金庫

商工会
商工会議所
市町村商工担当課

資金名
融資条件等

融資対象 保証料率
％

融資限度額
（単位　万円）

融資期間
（据置期間）

融資利率
（固定）％

融資斡旋・認定等
申込先

短
期
運
転

小
規
模
企

業
対
策

一般貸付

一般貸付

小口零細企業

経営振興

運転のみ1,000短期的な運転資金を必要とする中小企業者

従業員20人以下の企業
（商業・サービス業は５人以下）

中小企業信用保険法に規定する特別小口保険
該当者に対する無担保無保証人制度

経営の近代化、合理化を図る中小企業者、
協同組合等

商工業関係組合および構成企業

雇用創出促進
事業拡大や多角化計画に基づき、新たに常時
使用する従業員を１人以上雇い入れようとする
中小企業者、協同組合等

売上の減少等により資金繰りが厳しくなっている
商工業関係組合および構成企業

新事業分野進出
事業転換や多角化により新たな事業分野に
進出する中小企業者、協同組合等 

観光リゾート振興
県内において観光関連の事業を営み地域の
観光の振興に寄与する中小企業・協同組合等

中小企業
セーフティネット

オキナワ型
産業振興貸付

企業立地推進
貸付

売上の減少等により資金繰りが厳しくなっている
中小企業者、協同組合等

従業員20人以下の企業で、既存の保証協会の
保証付融資残高との合計が1,250万円以下の
小規模企業者（商業・サービス業は５人以下）

売掛債権
担保貸付

一般貸付

緊急貸付

特別小口貸付

運転のみ3,000

運転・設備併せて1,250

運転・設備併せて8,000

（運転　3,000）
（設備　5,000）

運転・設備併せて8,000
（運転　3,000）
（設備　5,000）

運転・設備併せて15,000
（運転  5,000)
（設備　10,000）

運転・設備併せて10,000

（運転　5,000）
（設備　5,000）

運転・設備併せて25,000

（運転　10,000）

運転・設備併せて3,000

運転のみ2,000

中小企業再生支援

原油・原材料高騰
対策支援
※平成22年度末まで

沖縄県中小企業再生支援協議会の支援を受け
再生計画を策定した中小企業者、協同組合等

ベンチャー支援
ベンチャービジネスを展開する中小企業者、
協同組合等

原油・原材料等の仕入価格の高騰の影響を受け、
資金繰りが厳しくなっている小規模企業者

県内において、地域特性を生かした比較優位性
のある産業「オキナワ型産業」を営む中小企業者、
協同組合等

自由貿易地域、情報通信産業特別地区等におい
て、工場、事業所等を設置しようとする中小企業者、
協同組合等

運転・設備併せて8,000

運転のみ1,000

1組合あたり
共同事業資金 5,000
転貸資金 30,000
(※1転貸先 3,000)
1組合員あたり3,000
※転貸資金は一般貸付のみ

・事業転換の場合
運転・設備併せて10,000
(運転3,000、設備7,000)
・多角化の場合
運転・設備併せて7,000
(運転2,000、設備5,000)

運転・設備併せて既存の
保証協会の保証付き融
資残高との合計で1,250

他の事業者等に売掛債権を有する中小企業者

１年

運・５年(６ｶ月)
設・７年( １年)

運・５年(６ｶ月)
設・７年(  １年)

2.30

2.55

0.45～
1.50

0.45～
1.45

0.50～
1.75

2.35

2.35

運・５年(６ｶ月)
設・７年(  １年)

運・  ７年(１年)
設・10年(１年)

0.45～
1.50

0.45～
1.40

2.60

2.45

運・  ７年(１年)
設・10年(１年)

運・  ７年(１年)
設・10年(１年)

運転・設備
10年(１年)

運・５年(６ｶ月)
設・７年(  １年)

運・10年(１年)
設・15年(３年)

７年（１年）

５年（１年）
緊急保証適用
については、
10年(２年)
※平成22年度
    末まで

運・５年(６ｶ月)
設・７年(  １年)

運・５年(６ｶ月)

0.45～
1.45

0.45～
1.40

0.45～
1.40

 0.45～
 1.40
(緊急保証
適用の場
合、0.55) 

 0.45～
 1.40
(経営安定
関連保証
適用の場
合、0.55)

0.45～
1.45

0.55

0.45

2.45

2.45

2.20

2.40

0.45～
1.402.50

運・５年(６ｶ月)
設・７年(  １年)

0.45～
1.402.40

2.30～
2.50

取扱金融
機関所定
金利

2.15

0.60

0.43

琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫

琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
商工組合中央金庫

県産業振興公社
商工会
商工会議所

商工会
商工会議所

商工会
商工会議所

商工会
商工会議所

県経営金融課

琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
商工組合中央金庫
市町村商工担当課

琉球銀行
沖縄銀行
沖縄海邦銀行
コザ信用金庫
商工組合中央金庫

県新産業振興課
県商工振興課
沖縄総合事務局地域経済課
県経営金融課

運転・設備併せて1,000創業者支援 独立・開業を行う者または開業後１年未満の事業者 運転・設備
７年(１年)

 0.45～
 1.35
(創業等関
連保証適
用は、0.85)

2.50

県産業振興公社
県商工会連合会
商工会
商工会議所

県中小企業再生支援協議会

県中小企業団体中央会

組
織
強
化
育
成

事

業

歴

が

1

年

以

上

の

事

業

者

産 

業 

振 

興

※１ 融資条件等については、年度途中で変更する場合があります。
     
※２ 保証料率は、資金の種類および融資対象者の経営状況等の情報に基づき決定（詳細は沖縄県信用保証協会経営支援課までお問い合わせください）。


